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第６回 パソコン講座

「18 歳成人」自分の意思で契約可能、大丈夫か？　他

［売買］広告の誤りにより納戸を居室と誤認させた売主業者に不法行為責任
［賃貸］実面積が契約と２割相違していたとした既払いの差額賃料の不当利得返還請求

浜松いわた信用金庫

デジタル改革で取引士の押印廃止･メール送付可に

土地も検査が必要な時代です！ 埋設物見舞金制度保証で契約後も安心！

「シニア向け住宅」への入居は 元気なうちに検討を　他

講習を受けると本試験で５問免除されます！

不動産コンサルティング技能試験の実施概要
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▲ 遠州三山 風鈴まつり（袋井市：可睡斎）
今年の開催予定日は 5月21日(土)～8月31日(水)
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取引（売買）紛争の事例と解決

広告の誤りにより納戸を居室と買主に誤認させた売主業者に不法行為
責任として₆万円の慰謝料支払いを命じた事例　（東京地判：Ｒ03.3.9）

　平成 23 年 8 月 24 日、Ｘ夫妻は、売主業者Ｙから、
延床面積 102.38 ㎡の新築 2階建て住宅を購入した。
　本物件の 2階には約 6畳の部屋があり、この部屋は
北側と東側に窓が設けられ、クローゼットも備えてい
たが、建築基準法上の居室と定義するための採光の要
件を満たしていないため、重要事項説明書添付の図面
上では「納戸」と表記されていた。
　しかし、本物件の購入前にＸらがＹから受領したパ
ンフレットには、本件部屋は「Master Bedroom」と表
記され、本件建物は「4LDK」と記載されていた。
　Ｘらは、本物件に入居後、この部屋を子供部屋とし
て使用していたが、令和 2年 2月、本物件を転売する
ために別の宅建業者に相談した際、本件部屋が本来は
納戸であり、本件建物は 3LDK と表示すべきであること
を初めて知った。
　Ｘらは、上記事実が宅建業法違反及び不動産公正取
引協議会連合会の「不動産の表示に関する公正競争規
約」違反に当たり、本件建物の居室数に対する信頼等
のＸらの利益ないし権利が侵害されたと主張して、不
法行為による損害賠償請求権に基づき、売主業者Ｙに
対し、Ｘ夫妻合計で 330 万円（慰謝料 300 万円、弁護士
費用 30 万円）の支払を求める訴訟を提起した。

　裁判所は、Ｘ夫妻の請求を一部認容した。
（Ｙの不法行為責任の有無）
　不動産の表示に関する公正競争規約 23 条 1 項（10）
において、「建築基準法上の居室に該当しない部屋に
ついて、居室であると誤認されるおそれがある表示」
の広告が禁止されている趣旨に鑑みれば、建物の購入
者にとって、建築基準法上の居室か否かは購入の際の
重要な考慮要素の一つというべきである。
　本件において、本件部屋が居室であることを前提に 

「4LDK」と表示したパンフレットを交付し、本件建物 
を説明した事実を踏まえると、Ｘらは本件建物が 
「4LDK」であり、本件部屋が建築基準法上の居室の要
件を満たした部屋であると誤認して本件建物を購入し
たものと認められる。
　仮に、寝室等として利用可能な部屋であったとして
も、建物の販売広告において、建築基準法上の居室の
要件を満たしていない部屋について、居室であるかの

ような表示をすることは許されず、そのような表示は、
これを信頼して購入した者の建物の形質に対する信頼
という利益を侵害するものである。
　また、本件売買契約の重要事項説明書添付の本件建
物の図面には、本件部屋が「納戸」と表記されていた
事実を踏まえると、Ｙは、本件部屋が建築基準法上の
居室の要件を満たしていないことについて認識してい
た、又は少なくとも認識し得たというべきであり、本
件パンフレットにおいて「4LDK」と表示したことにつ
いて、Ｙは不法行為責任を負う。
　Ｙは、Ｘらが実際の間取りや各部屋の広さや造り等
を事前に確認した上で購入したのであるから、パンフ
レットに誤記載があったからといって、本件建物の性
状について誤信していたとはいえないと主張する。
　しかし、本件部屋は、建築基準法上の採光の要件を
満たしていないものの、約 6 畳の広さがあり、2 方面
に窓も設けられ、クローゼットを備え、居住者が本件
部屋を寝室として利用することが可能であることか
ら、Ｘらが購入前に本件建物内を確認しただけで本件
部屋が建築基準法上の居室ではなく、Ｘらが本件建物
は「3LDK」と表示されるべきものであると認識するこ
とは困難である。
　また、Ｙは、Ｘらに対し、本件売買契約締結に当た
り、本件部屋を納戸と表記した本件建物の図面を交付
したと主張するが、前記図面を交付したことのほかに、
Ｘらに対し、本件部屋が建築基準法上の居室ではない
ことを説明した事実は見当たらない。したがって、売
買契約締結の際の重要事項説明書に添付された図面を
もって、本件部屋が建築基準法上の居室の要件を満た
した部屋であると誤認させるおそれのある本件パンフ
レットの表示を訂正したことにはならない。

（Ｘらの損害）
　Ｙには、信頼を害されたＸらの精神的苦痛を慰謝す
べき義務があるが、本件部屋は寝室として利用するこ
とが可能であること、実際にＸらは、本物件を購入後、
9 年間にわたり本件部屋を子供部屋として使用してき
たことなども勘案して、Ｙが負担すべき慰謝料額はＸ
ら夫婦合計で 6万円と認める。
　なお、Ｘらは、弁護士に委任して本件訴訟を提起し
ており、Ｙの不法行為と相当因果関係を有する損害を
前記慰謝料の 1割に相当する 6千円と認める。
� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨
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契約面積と実面積が₂割相違していたとした既払いの差額賃料の
不当利得返還請求が棄却された事例　（東京地判：Ｒ02.3.10）

　清掃用具の販売・レンタル業者のＸ（原告・法人）は、
平成元年 3月、マンションの 1階部分を事務所及び作業
所として月額賃料 40 万円で当時のオーナーから借り受
け、以降、11 回の更新を重ねて約 30 年間使用してきた。
　本件賃貸借契約では、建物から公道に至るまでの空き
スペースも駐車スペースとして賃貸借の対象としてお
り、1階部分と併せて契約面積を「約 35 坪」と表記した
うえで契約締結されたものであった。
　Ｘは、平成 29 年 3 月、本件物件（1階部分）の実面積が
約 23 坪であり、駐車スペースと合わせても約 28 坪しか
ないと主張し、過去に支払い済みの実面積との差額賃料
を返還するよう求めた。
　しかし、これを拒否されたため、平成 30 年 2 月、本件
マンションの契約当時のオーナーの相続人であるＹに対
して、総額 1,382 万円余（消減時効にかからない平成 22
年 2 月以降分についての請求）の支払いを求める訴訟を
提起した。Ｘの主張内容は次のとおりである。
　①錯誤無効（主位的請求）
　本件物件の面積が約 35 坪あるものと誤信して契約締
結したものであり、実面積である約 28坪を超える部分に
ついては要素の錯誤があり無効である。
　②説明義務違反（予備的主張）
　契約面積に大きく及ばない坪数しかない事実を隠して
説明しており、契約面積と実面積の差に係る過払賃料に
ついてＹは損害賠償義務を負う。

　裁判所は、借主Ｘの請求を棄却した。
　①（錯誤無効）
　賃貸借契約を締結するか否かの判断に際しては、賃料
と面積のみならず、使用目的を念頭においた賃借物件の
立地や契約可能な時期及び期間、賃借物件の形状及び状
態、駐車場の有無等の諸要素が勘案されるものであり、
必ずしも面積の広狭が賃貸借契約を締結する際の主要部
分となるものではない。
　本件賃貸借契約書上、面積はいずれも「約 35 坪」と記
載され、Ｘは本件賃貸借契約の締結に際し、本件物件を
内覧してその広さや状態等を確認した上で、月額 40万円
の賃料にて本件物件を賃借することを決定したものであ
り、その際にＸが本件物件の実際の坪数や坪単価を問題
とすることはなく、その後も 30 年弱の間、本件物件が
35 坪に満たないことを問題としたことはなかったので

あるから、Ｘにおいて、本件物件の面積が実際に 35 坪程
度あることが本件賃貸借契約の主要部分であったという
ことはできない。
　そうすると、本件物件の実際の面積は本件駐車スペー
スを含めても約 28 坪であり契約面積の約 35 坪には満た
ないものの、当該事実をもってＸに要素の錯誤があった
と認めることはできない。
　②（説明義務違反による損賠賠償義務）
　本件賃貸借契約締結時に本件物件の契約面積が約 35
坪とされた経緯は明らかではなく、故意による虚偽告知
がされたものとは認めるに足りない。
　次に、Ｘは、本件物件を内覧してその広さや状態等を
確認し、本件物件の現況を受け入れた上で、本件賃貸借
契約を締結したものであり、契約面積は約 35坪とされて
いるものの、Ｘにおいて本件物件の実際の面積が 35坪程
度あることが賃貸借契約における主要な部分であるとい
うことはできないことは前記で説示したとおりである。
　このような本件賃貸借契約における各事情を踏まえる
と、契約面積は約 35 坪となっているものの、実際の面積
はそれよりも狭いという事実を説明すべき信義則上の義
務を負うものと直ちにいうことはできず、少なくとも、
上記義務違反によりＸに不足面積分の賃料相当額の損害
が生じたといえる関係にもない。
　以上のとおり、Ｙには、Ｘが主張する説明義務違反は
認められない上、Ｘに上記説明義務違反と相当因果関係
のある損害が生じたということもできないから、ＹがＸ
に対し、債務不履行ないし不法行為に基づく損害賠償義
務を負うとはいえない。
　よって、Ｘの主位的請求及び予備的請求はいずれも理
由がないから棄却する。

　本事案では、契約面積が 35坪とされた経緯が明らかで
ない事と、借主が事前に物件内覧をしていた事などから、
貸主の説明義務違反は認められず、借主に損害が生じた
という事も出来ないと判断された事例である。
　賃貸借契約後に契約上と実際の面積相違があり、過払
い賃料の返還を、数量指数賃貸等を理由として主張され
る事案が見受けられるが、上記のような理由で、裁判で
は、賃借人の請求が認められない事案が多い。一方で、
契約時に面積を指定した経緯が明らかな場合、損害が認
められる可能性はあるので、物件の事前調査には十分注
意が必要である。
� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨

取引（賃貸）紛争の事例と解決
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2022年₃月　宅建ローン等の実績　（3/1〜3/31）

提携金融機関 項目＼取扱支部等 東部支部 中部支部 西部支部 サポートセンター 計

県 労 働 金 庫 融資実行 件数 76 38 102 ― 216件
金額 71億1,650万円（土地₂、新築戸建172、中古戸建32、新築マンション₁、中古マンション₉）

しずおか焼津 
信 用 金 庫 融資実行 件数 1 9 0 ― 10件

金額 3億850万円（土地購入新築₄、新築戸建₃、中古戸建₃）

全宅住宅ローン 融資実行 件数 2 0 1 2 5件
金額 9,027万円（新築戸建₁、中古戸建₂、借り換え₂）

2022年₄月　本部活動概要

月　日 場　所 会　　議・事 業 等 内　容　等
４月５日 本　部 帳票検査 （地域・共益、保証 他）

７日 本　部 月例法律相談 （来館相談５件）
８日 本　部 帳票検査 （法人、人材・情報 他）
10日 高　知 高知県宅建協会々長 黄綬褒章受賞祝賀会
11日 本　部 全宅管理静岡支部 監査
12日 本　部 本監査、正副会長会
13日 本　部 サポートセンター 本監査
14日 本　部 初級実務研修会 （受講者71名）
〃　 〃 コンサルティング協議会 監査
〃　 〃 県住宅振興協議会 監査
〃　 〃 県くらし・環境部長 来館 （就任挨拶）
15日 本　部 サポートセンター 取締役会
19日 浜　松 取引士法定講習会 （受講者94名）
〃　 本部他 第１回 会務運営協議会 （Web）
21日 名古屋 東海不動産公取協 監査
25日 本　部 月例法律相談 （来館相談４件）
26日 本　部 第１回 理事会（Web）

　定時総会への提出議題の決議　他
27日 名古屋 中部圏流通機構 総務財政委員会
28日 沼　津 取引士法定講習会 （受講者59名）
〃　 静岡他 （東部・中部・西部）支部大会

平日毎日 本　部 定例相談（受付総数） （来館相談８件、電話相談242件）

2022年₃月12日〜₄月15日の新入会者・退会者　第₁回理事会（2022年₄月26日）で承認

●新入会者

商号又は名称 代表者 専任取引士 〒 事務所住所 ＴＥＬ 会員区分 免許番号 支部

㈱プレミアムリゾート 荒井　　靖 野村　昌史 413-0014 熱海市渚町15-10 ARISEビル3階 0557-82-6777 正会員 静岡県知事
（1）014548 東 部

㈲剛健エンタープライズ　Ｒ不動産 後藤　力哉 海野　哲也 410-0022 沼津市大岡2043-1-202 055-929-2555 準会員 静岡県知事
（1）014053 東 部

ヴィオラ事務所 渡邉　郁子 渡邉　郁子 417-0061 富士市伝法996-1 0545-32-7696 正会員 静岡県知事
（1）014546 東 部

㈱デグチホームズ　広見店 遠藤　智洋 遠藤　智洋 417-0862 富士市石坂453-6 0545-30-8998 準会員 静岡県知事
（4）012519 東 部

Ｓ．ＣＯＮＮＥＣＴ㈱ 杉浦　　司 杉浦　　司 431-0431 湖西市鷲津5123 053-576-5123 正会員 静岡県知事
（1）014545 西 部

●退 会 者

支部 退　会　者 支部 退　会　者 支部 退　会　者 支部 退　会　者

東 部

立花管理㈱ 中 部 油野不動産事務所

西 部

クボイ企画
西 部

戸塚不動産事務所

㈲樹ハウジング

西 部

ＲＨＳ クマ・プランニング ㈱マックスリアリティー

駿河建設㈱ 萩田不動産 住まいＬＯＶＥ不動産㈱
オーナーズサロン浜松本店

中 部 ホットホーム 明石石油㈱ 大新不動産㈱

以上、新入会者₅名、退会者14名、2022年₄月15日現在の会員数は、2,667名
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